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Control detailed planning is a city planning system established in 1980s. This system is made in China and 
different from the city planning in other countries. In this research, I purposed to research the detail and policies 
of the control detailed planning in different Chinese cities. And I aimed at validating the conclusions of the prior 
researches. As a result, there is no direct relation between the data of cities and the detail of plans. 
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１． はじめに 
規制型詳細計画とは，中国の改革開放時期に誕生した
都市計画体系である．経済体制及び土地所有制度の変化
により，都市の発展に適応するために制定されたこの計
画体系は，中国特有の性質を持ち，他国の都市計画と異
なる特徴を有している．また，1980 年代に誕生した新た
な都市計画体系として，関連研究が多くないため，さら
なる資料を蓄積する必要がある． 
李らの研究では北京市・上海市・天津市・広州市・深
圳市の 5都市の都市計画策定システム及び策定内容を比
較分析し，都市計画の運用実態について考察している．
その論文の結論の一つは，「規制型詳細計画は，建設省
令とは異なる市独自の項目を定めている．また，かなり
広範囲の地区についてきわめて詳細な計画が定められ
ていることから，地区の特性を考慮した実質的な内容に
なっているかどうかについて疑問が残る」である． 
また，筆者の先行研究では，上記の 5 都市及び蘇州市
の規制型詳細計画について，李らの研究と異なる視点よ
り考察している．その結論として，「都市の規制型詳細
計画の厳しさはその都市の地理的位置・行政区分に由来
するのではなく，都市の歴史的性質・発展目標によって
異なる．また，首都であった都市は旧市街地の都市構造
あるいは歴史文化保全政策の制限より，比較的に制限が
厳しく，法律法規と一致する項目が多い傾向にある」こ
とがわかった． 
これらの結論に対して，本研究では上記の 6 都市にそ
の他の都市を加えて，都市計画関連法律と比較し，規制
型詳細計画の実質的な内容の相違を比較分析する． 
この研究を通して，異なる都市における規制型詳細計
画の傾向，計画方針を調査し，各都市における計画内容
の類似点と相違点を明らかにし，先行研究の結論を検証
することを研究目的とする． 
本研究では中国全土の都市を範囲としており，現地調
査では限界があるため，ウェブショップで購入できる計
画文書・図面及び文献を使用する． 
購入した 76 都市 119 件の計画文書・図面の内，都市
が重複しないように 4 計画をランダムに抽出し，それら
が行われている都市を本研究の対象都市とする． 
これらの都市に対して，各都市の統計年鑑及び市の公
式サイトを閲覧し，都市の位置，交通状況，人口，市街
地面積，域内総生産等を都市の基本情報として整理する． 
更に，各都市の計画文書・図面より，計画内容，用途
地域現状図，用途地域計画図，容積率計画図，建築高さ
計画図等を計画の基本情報として整理する． 
ただし，先行研究で規制型詳細計画の整理が行われて
いた 6 都市については，本研究では都市の基本情報のみ
取り扱う． 
都市計画の関連法律，6 都市の規制型詳細計画の内容
を先行研究より引用し，今回の 4 都市の規制型詳細計画
の内容と比較分析する．地理的位置・行政区分及び歴史
的性質・発展目標の視点より考察し，先行研究の結論を
検証する． 
 
２． 規制型詳細計画 
(１) 定義及び内容 
規制型詳細計画は前述の通り，中国の土地国有化に適
応するために，アメリカより「ゾーニング」の概念を導
入し，更に中国の社会情勢に合わせて変化を加えたもの
である．したがって，規制型詳細計画は中国独特な都市
計画である． 
規制型詳細計画に関する定義は，国あるいは地方の計
画部門によって異なる部分があるが，計画を策定する際
には，所在する地方の法律法規を基準とする． 
『都市計画基本用語標準』（1999）によると，規制型
詳細計画とは「都市総体計画あるいは分区計画に基づき，
建設する地区の土地利用性質と利用強度の規制指標，道
路やパイプラインの位置及び空間環境の規制内容を確
定する」計画である． 
『上海市都市詳細計画策定審査規定』によると，規制
型詳細計画は「都市，市区及び県の人民政府が都市の各
レベルの総体計画，地区経済，社会発展及び環境建設の
目標であり，土地利用性質，土地利用強度，空間環境，
市政基礎施設，公共サービス施設及び歴史文化遺産保全
等に対して，具体的な規制的な規定を示す計画である」． 
『規制型詳細計画』によると，都市計画は一般的に総
体計画と詳細計画の二段階からなる．大きな都市では需
要に応じて，総体計画に基づいた分区計画を策定する．
詳細計画は規制型詳細計画と建設型詳細計画の二つに
分けられる． 
また，中国の都市計画は戦略レベルと操作レベルに分
類され，総体計画及び分区計画は戦略レベルであり，詳
細計画は操作レベルである．（図 1） 
 
図１ 都市計画体系図 
 
李らの先行研究では，規制型詳細計画が指定する項目
を「土地抑制指標」とし，更に必ず守るべき「規制指標」
と参照すべき「誘導指標」の 2 種類に分けた． 
しかし，それらの名称が混乱する恐れがあるため，本
研究では規制型詳細計画が指定する項目を「規制項目」
または「規制指標」，必ず守るべきものを「強制指標」，
参照すべきものを「誘導指標」と称する． 
『都市計画策定方法』（2006）によると，規制型詳細
計画では，用途地域，建築密度，建築高さ，容積率，緑
地率，市政施設及び公共施設に関する項目は強制指標と
指定されるべきであり，人口，建築形式・規模・様式・
色彩及びその他の環境基準に関する項目は誘導指標と
指定される．具体的な計画によっては，強制指標と誘導
指標の内容が異なる場合がある．また，指定はあっても，
強制指標か誘導指標かに関して記述がない項目もある． 
 
(２) 計画の特徴 
a) 規制誘導性と柔軟性 
規制型詳細計画は土地利用性質を規制することで，そ
の土地に建設できるもの，建設できないもの，建設すべ
きものを規定する．建築高さ，建築密度，容積率，緑地
率等の規制指標を用いて土地の利用強度を規制し，土地
建設の意向を制限し，土地開発誘導の目的を達成する． 
また，必ず遵守する規制指標と原則を確定するほか，
一定の弾力性を有する．例えば，人口，建築形式及び風
貌，都市景観特徴等の指標に対して，都市の発展により
適応するため，実際の状況に応じて指標は一定の範囲内
で変動できる． 
b) 法律効果 
1992 年年末に実施された『都市国有土地譲渡計画管理
規定』によると，土地利用権を賃貸する前に，必ず規制
型詳細計画を策定するべきである． 
また，2006 年 4 月 1 日より実施した『都市計画策定方
法』では，規制型詳細計画の策定内容と要求及びその中
にある強制的な内容に対して明確に規定した． 
これらの法律法規は，規制型詳細計画が法律効果を有
するための根拠となった． 
c) 図則 
『規制型詳細計画』によると，図則とは，「規制型詳
細計画がその成果を表現する際に，他の計画と異なる重
要な特徴であり，規制型詳細計画の法律効果を図化して
表したもの」である． 
複数の規制線と規制点を用いて土地と施設を規制す
る．例えば，土地境界線，道路境界線，建築後退線，緑
化規制線及び規制点等．規制型詳細計画の図則は法定の
審査手順を踏まえて，法律効果を持つ地方法規となる． 
 
図２ 図則の一例 
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d) その他の図面 
規制型詳細計画では現状分析として，計画区域位置図，
現状建築全体模型図，現状風貌図，現状用途地域図，現
状人口分布図，現状建築用途図，現状建築品質図，現状
建築高さ図，現状公共施設分布図，現状道路交通図，現
状文化財古跡図，現状上下水道及び消防図，現状パイプ
ライン図等がある．また，計画の表現手段として，図則
の他に，用途地域計画図，道路交通計画図，公共サービ
ス施設計画図，上下水道計画図，パイプライン計画図，
都市景観設計図，区域番号図，区域指標図，容積率計画
図，建築高さ計画図，緑化システム図等がある． 
具体的な計画によっては，いくつかの図面を非公開と
する場合がある．本研究では主に用途地域現状図，用途
地域計画図，容積率計画図，建築高さ計画図，緑化シス
テム図等を取り扱う． 
 
(３) 発展経緯 
規制型詳細計画は中国の 1978 年以降の改革開放の時
期に誕生した．計画経済体制から市場経済体制へ転換す
る時代背景において，都市の土地利用も大きな変革が現
れた．土地は無償無期限使用から有償有期限使用となり，
土地の価値法則が機能し始めた．都市開発の新たな問題
を解決するために，新たな計画及び規制の手段として，
規制型詳細計画を導入した． 
表１ 規制型詳細計画誕生の経緯 
年 地方 出来事 
1980 ― アメリカの建築士より，土地分区計画管理「ゾーニング」の概念を導入 
1982 上海市 虹橋開発区にて外資企業のための土地譲渡計画 
1986 上海市 『上海市土地利用区画管理に関する研究』（上海市都市計画設計院） 
上海市 『都市土地利用区画管理法規』及び『上海土地利用区画管理法規』 
蘭州市 蘭州市城関区計画 
1987 厦門市 厦門市中心南部特別区画（同済大学） 
桂林市 桂林市中心区詳細計画（清華大学） 
蘇州市 蘇州古城桐芳巷居住街坊改造計画（中国都市計画設計研究院） 
広州市 街区計画 
広州市 『広州市都市計画管理規定』及び『実施細則』 
1988 温州市 温州市旧城規制型詳細計画（温州都市計画管理局） 
温州市 『旧城改造計画管理試行規定』，『旧城土地利用及び建設管理技術規定』 
1990 江蘇省 『蘇州市古城街坊規制型詳細計画に関する研究』（江蘇省城郷計画設計研究院） 
江蘇省 『規制型詳細計画策定方法』（提案） 
1991 南京市 『南京規制型詳細計画理論方法に関する研究』（東南大学，南京市計画局） 
― 第 12 号部長令『都市計画策定方法』（建設部） 
1992 ― 建設部により，温州市が編成した規制型詳細計画を全国に普及 
― 第 22 号部長令『都市国有土地譲渡計画管理規定』（建設部） 
1995 ― 『都市計画策定方法実施細則』（建設部） 
1996 ― 同済大学にて規制型詳細計画に関する大学科目を開設 
1998 深圳市 『深圳市都市計画条例』 
1982 年上海市虹橋開発区においての計画は，最初の規
制型詳細計画の試みであり，その後，1986 年の研究では
計画区画融合型，つまり規制型計画図則，区画法規を融
合する形式を提示した．また，1986 年の二つの法規によ
り，新たな都市計画体系に関する名詞について定義し，
普遍的な意味が生じた． 
1987 年の厦門市及び桂林市では，上海市虹橋開発区計
画を参考としつつ，初めての比較的完全な規制型詳細計
画を策定した．同年，蘇州市の計画は初めての旧市街地
改造に関する規制型詳細計画である． 
1990 年の研究では，計画土地の区分，総合指標の確立，
新技術の運用及び分区計画との関係等について研究し
た．また，この研究に基づき，『規制型詳細計画策定方
法』を提案した． 
1991 年の研究では，規制型詳細計画に対して体系的に
まとめ，『都市計画策定方法』では規制型詳細計画の策
定内容及び要求を明確に指定した． 
1992 年建設部は都市の国有土地利用権を譲渡する前
に，必ず規制型詳細計画を制定することを規定し，更に
1995 年では規制型詳細計画の位置づけ及び内容を明確
に指定した． 
1998 年，『深圳市都市計画条例』において規制型詳細
計画の内容を法定の図則に転換することを規定し，最初
の図則が完成された． 
このように，規制型詳細計画は地方都市において研究
され，正規化された後に，全国へと広まるようになった． 
 
３． 対象都市 
(１) 都市の位置づけ 
李らの先行研究では，北京市・上海市・天津市・広州
市・深圳市の 5 都市について考察し，筆者の先行研究で
は蘇州市について考察した．本研究では，上記の 6 都市
の他に，規制型詳細計画が行われている都市の中から嘉
興市，昆明市，重慶市，大連市の 4 都市がランダムに抽
出された． 
先行研究の 6 都市については，規制型詳細計画の研究
は既に行われたため，本研究では都市の基本情報のみ取
り扱う．嘉興市・昆明市・重慶市・大連市の 4 都市は都 
 
表２ 対象都市の位置づけ 
市の基本情報及び規制型詳細計画を取り扱う． 
本研究では都市の行政区分，地理的位置，発展目標及
び歴史文化名城の分類を参考として考察を行う． 
表 2 には，対象都市の行政区分，都市の位置づけ，地
理的位置を示した． 
 
(２) 歴史文化名城 
『中華人民共和国文物保護法』によると，歴史文化名
城とは，「多くの文物が保存され，歴史的に重要な価値
及び革命的な意義を有する都市」である．2015 年 6 月ま
でに，国務院の審査を経て歴史文化名城とされた都市ま
たは地区は，中国全国で 125 箇所ある． 
歴史文化名城は 7 種類に分類される．一つの都市は複
数の種類に分類される場合がある． 
「古都型」：過去に首都として機能した時代の歴史残
存物，古都の風貌を特徴とする都市または地区． 
「伝統風貌型」：歴史上の一個または数個の時代を経
過した完全な建築群が現存する都市または地区． 
「風景名勝型」：建築と自然環境が重ねあわせ，鮮明
な個性を有する都市または地区． 
「地方及び民族特色型」：地域の特徴あるいは独自の
個性，民族文化，地方文化で構成された都市風貌を有す
る都市または地区． 
「近代史跡型」：歴史上の一つの事件または時期の建
築物または建築群を特徴とする都市または地区． 
「一般史跡型」：文物古跡が区域内に点在する都市ま
たは地区． 
「特殊機能型」：都市のある機能が歴史的な地位が非
常に際立っていた都市または地区．  
本研究で取り上げる都市の内，北京市は古都型，上海
市・天津市・重慶市は近代史跡型，広州市は近代史跡型・
一般史跡型・特殊機能型，蘇州市は伝統風貌型・風景名
勝型，嘉興市・昆明市は風景名勝型，深圳市・大連市は
歴史文化名城ではない． 
本研究では，歴史文化名城の分類を一つの参考として
考察を行う． 
 
表３ 対象都市の歴史文化名城分類 
 
都市名 行政区分 都市の位置づけ 地理的位置
北京市 直轄市 首都・国家中心都市 東北部
上海市 直轄市 国家中心都市 東部
天津市 直轄市 国家中心都市 東北部
広州市 地級市 省会・国家中心都市 南部
深圳市 地級市 経済特区 南部
蘇州市 地級市 地方中心都市 東部
嘉興市 地級市 地方都市 東部
昆明市 地級市 省会・地方中心都市 西南部
重慶市 直轄市 地方中心都市 西南部
大連市 地級市 地方都市 東北部
都市名 歴史文化名城分類
北京市 古都型
上海市 近代史跡型
天津市 近代史跡型
広州市 近代史跡型・一般史跡型・特殊機能型
深圳市 ×
蘇州市 伝統風貌型・風景名勝型
嘉興市 風景名勝型
昆明市 風景名勝型
重慶市 近代史跡型
大連市 ×
(３) 都市の基本情報 
都市の地理的位置，行政区分，歴史文化名城分類，人
口，市街地面積，域内総生産（Gross Regional Product）を
以下の表 4 及び表 5 に示す．また，都市によって最新の
統計年鑑は異なるため，すべての対象都市においてデー
タが取れる 2012 年を基準に作成している． 
ただし，ここでの人口密度は人口及び市街地面積より
計算された数値である．また，一部の都市の市街地面積
はその都市の緑地面積及び緑化率より計算された数値
である． 
 
表４ 対象都市の人口及び面積（2012 年） 
ここで，第一次産業とは農業・林業・漁業等，第二次
産業とは鉱業・建築業・製造業等，第三次産業とは小売
業・金融業・サービス業・交通運輸業・情報通信業・教
育・医療等である． 
表 5 では，割合はそれぞれの産業が域内総生産の内に
占める割合であり，赤い数値はその都市において最も大
きい割合を占める産業である． 
したがって，第二次産業を主な産業とする都市は天津
市・蘇州市・嘉興市及び大連市であり，第三次産業を主
な産業とする都市は北京市・上海市・広州市・深圳市・
昆明市及び重慶市である．また，昆明市及び重慶市では，
第二次産業と第三次産業が占める割合の差は大きくな
い． 
 
表５ 対象都市の域内総生産（2012 年） 
 
４． 対象都市の規制型詳細計画  
 
表６ 対象計画の規制指標 
  
北京市 上海市 天津市 広州市 深圳市 蘇州市 嘉興市 昆明市 重慶市 大連市
策定方法 実施細則 2002 1998 1999 1995 1999 1999 2010 2009 2008 2007
計画範囲 — — — — — ○ ○ ○ ◎ ○
用途地域 ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
用途地域の弾力性 ○ ○ ○ ○
容積率 ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
建ぺい率 ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
緑地率 ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
人口密度 △ △ ○ ○ △ ◎ ○ ○ △
建築用途 ○ ○ — — — — — △ ○ ○ ○ ○
建築面積 ○ ○ ◎ ○ ○ △ ◎ △ △ △
建築高さ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ △ ◎ ◎ ○ ◎ ◎
建築構造 ○ △ △ △ △ △
建築様式 △ △ △ △ △ △ △ △
建築色彩 ○ △ △ △ △ △ △ △
道路後退 ○ ○ ◎ ○ ○ ○ △ ○ ◎ ○ ○
隣棟間隔 ○ ○ ◎ ○ ◎ ○ ○ ○
出入口方位 ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ △ ○ ◎ ○ ◎
駐車位置 ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ △ ◎ ◎ ○ ◎ ○
地下開発規制 ○ ○ ○ ○ ○ ○
景観 ○ △ △ ○ △ ○ △ △ ○
文化財保全 △ ○ ○ ○
河川緑地保全 — — — — — △ ○ ○ ○
環境保全 △ ○ ○ △ ○ △
市政施設 ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ○
公共施設 ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ △ ◎ ◎ ○
交通機関 ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ◎ ◎
防空規制 △ ○ ○ ○ ○
現状分析 ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
都市設計 ○ ○ △ △ ○
指定単位 ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○
配
置
保
全
施
設
そ
の
他
建
築
　　　　　　　　計画
内容
中華人民共和国
土
地
密
度
域内総生産 第一次産業 割合 第二次産業 割合 第三次産業 割合
（億元） （億元） （％） （億元） （％） （億元） （％）
北京市 17,879.4 150.2 0.8 4,059.3 22.7 13,669.9 76.5
上海市 20,181.7 127.8 0.6 7,854.8 38.9 12,199.2 60.4
天津市 12,893.9 171.6 1.3 6,663.8 51.7 6,058.5 47.0
広州市 13,551.2 213.8 1.6 4,720.7 34.8 8,616.8 63.6
深圳市 12,950.0 6.3 0.0 5,737.6 44.3 7,206.1 55.6
蘇州市 12,011.7 176.5 1.5 6,502.3 54.1 5,332.9 44.4
嘉興市 2,890.6 151.4 5.2 1,603.1 55.5 1,136.1 39.3
昆明市 3,011.1 159.2 5.3 1,378.5 45.8 1,473.5 48.9
重慶市 11,409.6 940.0 8.2 5,174.8 45.4 5,294.8 46.4
大連市 7,002.8 451.4 6.4 3,634.8 51.9 2,916.6 41.6
都市名
居住人口 市街地面積 都市面積 人口密度
（万人） （km2） （km2） （人/km2）
北京市 2,069.3 1,418.6 16,410.5 14,587
上海市 2,380.4 3,242.9 6,340.5 7,340
天津市 1,413.2 736.4 11,916.9 19,191
広州市 822.3 1,009.8 7,434.4 8,144
深圳市 1,054.7 864.6 1,996.9 12,199
蘇州市 647.8 719.9 8,488.4 8,999
嘉興市 344.5 235.6 3,915.0 14,626
昆明市 653.3 505.9 21,012.5 12,914
重慶市 3,343.4 1,324.9 82,403.0 25,235
大連市 590.3 382.0 12,573.9 15,453
都市
以下では，規制指標を「○」，強制指標を「◎」，誘
導指標を「△」と称し，全国の法規である策定方法及び
実施細則を「全国法規」と称する．実施細則は策定方法
の詳細であるので，策定方法において「○」の項目が実
施細則で「◎」または「△」になった場合は，実施細則
を基準とする． 
 
図４ 指標の厳しさ関係図 
 
表７ 項目比較の基準 
 
図 4 及び表 7 を判断基準として，対象都市の規制項目
を全国法規と比較した結果を表 8 に示す． 
ただし，「増≥減」において，全国法規より増えた項
目数が減った項目数より多いまたは同じの場合では
「√」，少ない場合では「×」，「厳≥緩」において，
全国法規より厳しい項目数が緩い項目数より多いまた
は同じの場合では「√」，少ない場合では「×」になっ
ている．また，規制指標全項目数，強制指標数及び誘導
指標数において，赤い数値は実施細則より項目数が多い
または同じの都市である．  
しかし，上海市・天津市・広州市の 3 都市は厳しさが
判断できない項目が著しく多いので，これらの都市に関
しては法規または計画の再検討が必要と考えられる． 
表 9 において，「古」は古都型，「近」は近代史跡型，
「一」は一般史跡型，「特」は特殊機能型，「伝」は伝
統風貌型，「風」は風景名勝型，「二」は第二次産業，
「三」は第三次産業である． 
以上より，規制型詳細計画の内容は，都市の行政区分，
地理的位置，歴史文化名城分類，人口密度，GRP 比重等
に直接的な関係はないと考えられる． 
また，歴史文化名城の内古都型・伝統風貌型・風景名
勝型の都市では規制項目が比較的厳しく，近代史跡型及
び歴史文化名城でない都市では規制項目が比較的緩い
傾向にあると考えられる． 
更に，表 6 より規制指標の傾向を以下にまとめる． 
半数以上の都市において，用途地域，容積率，建ぺい
率及び緑地率は強制指標であり，建築様式，建築色彩は
誘導指標である． 
半数以上の都市において，全国法規と完全一致の項目
は用途地域（7 都市），容積率（7 都市），建ぺい率（6
都市），緑地率（7 都市），建築用途（5 都市），建築
面積（8 都市），建築高さ（5 都市），建築様式（7 都市），
建築色彩（6 都市），道路後退（9 都市），隣棟間隔（6
都市），地下開発規制（5 都市），交通機関（7 都市）
及び指定単位（6 都市）である． 
半数以上の都市において，全国法規より厳しい項目は
計画範囲（5 都市），環境保全（6 都市），防災防空（5
都市）及び都市設計（5 都市）である． 
半数以上の都市において，全国法規より緩い項目は建
築構造（6 都市）及び地下開発規制（5 都市）である． 
半数以上の都市において，指定なしの項目は用途地域
の弾力性（6 都市），建築構造（6 都市），文化財保全
（6 都市），防災防空（5 都市），都市設計（5 都市）で
ある． 
 
表９ 対象都市の比較 
全国 都市
○ → ○/◎/△
空欄 → 空欄
空欄 → ○/◎/△
○/△ → ◎
◎ → △
○/◎/△ → 空欄
判断できない項目 ◎/△ → ○
完全一致の項目
厳しい項目
緩い項目
都市名 北京市 上海市 天津市 広州市 深圳市
増≥減 √ × × × √
厳≥緩 √ × × × ×
行政区分 直轄市 直轄市 直轄市 地級市 地級市
地理的位置 東北部 東部 東北部 南部 南部
歴史文化名城分類 古 近 近 近・一・特 ×
人口密度（人/km2） 14,587 7,340 19,191 8,144 12,199
主な産業 三 三 二 三 三
都市名 蘇州市 嘉興市 昆明市 重慶市 大連市
増≥減 √ √ √ √ ×
厳≥緩 √ √ √ √ ×
行政区分 地級市 地級市 地級市 直轄市 地級市
地理的位置 東部 東部 西南部 西南部 東北部
歴史文化名城分類 伝・風 風 風 近 ×
人口密度（人/km2） 8,999 14,626 12,914 25,235 15,453
主な産業 二 二 三 三 二
 
 
表８ 全国法規と対象都市の比較 
法規/計画 策定方法 実施細則 北京市 上海市 天津市 広州市 深圳市 蘇州市 嘉興市 昆明市 重慶市 大連市
規制指標全項目数 18 21 21 16 18 18 22 24 22 24 24 18
強制指標数（◎） 7 10 11 — — — 6 8 10 7 10 5
誘導指標数（△） — 5 8 — — — 11 9 5 4 4 3
完全一致の項目数 — — 19 7 8 7 18 16 20 18 18 12
増えた項目数 — — 3 2 2 2 2 5 5 4 5 4
減った項目数 — — 3 7 5 5 1 3 4 2 3 8
増≥減 — — √ × × × √ √ √ √ √ ×
厳しい項目数 — — 3 2 2 2 2 6 4 4 5 4
緩い項目数 — — 3 7 5 5 5 4 4 2 3 8
判断できない項目数 — — 4 13 14 15 4 3 1 5 3 5
厳≥緩 — — √ × × × × √ √ √ √ ×
表 1 によると，「都市計画策定方法」は 1991 年，「都
市計画策定方法実施細則」は 1995 年より作成され，李
らの先行研究ではこれらを全国法規として取り上げた
が，本研究及び筆者の先行研究において，策定方法は
2006 年の改訂版を取り扱っている． 
よって，2006 年を分水嶺とし，2006 年以降に作成さ
れた嘉興市・昆明市・重慶市・大連市の 4 都市をまとめ
ると，全国法規と完全一致の項目は用途地域，容積率，
建ぺい率，緑地率，建築用途，建築様式，隣棟間隔及び
文化財保全の 8 項目である． 
なお，歴史文化名城であるにも関わらず，文化財保全
の項目が指定されていない都市は天津市・嘉興市・昆明
市・重慶市である．これは計画範囲内に文化財の有無に
係るため，都市全体において指定されていないとは断言
できない． 
 
５． おわりに 
先行研究の結論に対して，本研究では都市の行政区分，
地理的位置，歴史文化名城分類，人口密度及び域内総生
産（GRP）比重の視点より考察し，都市間の規制型詳細
計画においてこれらの都市の基本情報により計画内容
が影響される傾向を見出されなかった． 
しかし，歴史文化名城の内古都型・伝統風貌型・風景
名勝型の都市では規制項目が比較的厳しく，近代史跡型
及び歴史文化名城でない都市では規制項目が比較的緩
い傾向にあることが捉えられた． 
また，計画作成の年代，計画範囲の性質，計画範囲と
中心市街地の関係等の視点より考察すれば，新たな知見
が得られると考えられる． 
本研究において先行研究より引用した内容を除き，入
手した 76 都市 119 件の計画文書に対して 4 件のみ取り
上げ，偏りがないとは断言できない．119 件の計画につ
いて上記の視点より考察することで，都市の基本情報に
よる影響を見出す可能性があると考えられる． 
前述のように，規制型詳細計画はアメリカより「ゾー
ニング」の概念を導入し，更に中国の社会情勢に合わせ
て変化を加えたものである．したがって，都市の現状及
び需要に応じて変化する可能性もあると考えられ，今後
の研究にあたっては更なる資料の蓄積及び分析が必要
である． 
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